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早稲田大学名誉教授　木棚 照一

発明者をAIとする出願書類の方式上の適法性に関する事例

―AI発明者ダバス事件―
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Ｘ（米国人、THALER. Stephen L）はフラクタル（fractal）
理論を応用した幾何学的形状をした食器および緊急の場合に
高度に人の注意を引く工夫・方法について、2018年10月17日・
11月７日に欧州特許庁（EPO）へ特許出願し、その優先権
を主張して2019年９月17日にWIPO国際事務局への国際出
願を行った。2020年８月23日にこの出願は国際公開され

（WO2020/079499）、発明者欄には「ダバス（DABUS）、本
発明は、人工知能により自律的にされた」と記載されていた。

Ｘは2020年８月５日に、この国際出願に係る特許法184条
の５第１項所定の書面提出手続きにおいて、発明者の氏名と
して「ダバス、本発明を自律的に発明した人工知能」と記載
して特許庁長官に提出した。Ｙ（特許庁長官）は2021年７
月30日に、発明者として自然人の氏名を記載するよう、Ｘ
に対し本件国内書面の提出手続きに係る補正を命じた。しか
し、Ｘは同年９月30日に、補正による応答は不要であると
する上申書を提出したため、Ｙは同年10月13日に、本件出
願を却下する処分をした。Ｘがこれを不服として2022年１
月17日に行政不服審査法による審査請求をしたところ、行
政不服審査会は同年９月12日に、Ｙの主張を認め、本件審
査請求は棄却すべきであるとする審査庁の判断は妥当である
旨を答申し（令和４年度答申第38号）、10月12日にＸの不服
申立てを認めない旨の裁決をした。

Ｘは2023年３月27日に、特許法にいう「発明」はAI発明（判
決文中に定義されてはいないが、AIの自律的創作物としての
発明を意味するものと思われる）を含むものであり、AI発明
に係る出願では、発明者の氏名は必要的記載事項ではないか
ら、本件処分が違法であることなどを主張して、本件出願却

下処分の取り消しを求め、本件訴訟を東京地裁に提起した。
争点となったのは、特許法にいう ｢発明｣ とは、自然人によ
るものに限られるかどうかである。Ｘは特許法２条１項の発
明の定義規定、つまり「自然法則を利用した技術的思想の創
作のうち高度のものをいう」からみても、AI発明は否定され
ておらず、発明を自然人がしたものに限定していないこと、
AI発明は特許法29条の定める産業上の利用可能性、新規性
および進歩性の特許要件を充足できるから、特許要件の観点
からも特許法上の保護対象から排除されていないこと、AI発
明はTRIPs協定27条１項の保護対象であることなどを主張
した。

それに対しＹは、AI発明にも特許が付与されるべきであ
るとするＸの主張は、現行法の解釈を超えた立法論といわざ
るを得ないこと、TRIPs協定27条１項がAIのように自然人
でない者による成果物まで特許として保護すべきことを義務
付けているとみるＸの主張を一般的解釈とみる適切な根拠が
見いだせず、複数のTRIPs協定加盟国において、AIを発明
者とすることができないとする司法判断が示されているこ
と、また、欧州特許条約（EPC）に関するEPO審判部の判
決を根拠に発明者等の記載は必要的記載事項でないとする主
張に対しては、Ｘの引用は想定反論への部分的賛意を述べた
箇所をことさらに抜き出したものであり、わが国特許法の解
釈において参照する価値に乏しいといわざるを得ないこと、
を挙げて反論した。

◆判旨－請求棄却－
東京地裁民事第40部は2024年５月16日、次のように判決

し、Ｘの請求を棄却した。

◆事案の概要
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判旨１　知的財産基本法に「規定する『発明』とは、人間
の創造的活動により生み出されるものの例示として定義され
ていることからすると」同法は「発明とは、自然人により生
み出されるものと規定していると解するのが相当である」。

特許法36条１項１号と同条同項２号を対比すると、同条
同項２号の発明者の「氏名とは、文字どおり、自然人の氏名
をいうものであり、上記の規定は、発明者が自然人であるこ
とを当然の前提とするものといえる。……同法29条１項は、
発明をした者は、その発明について特許を受けることができ
る旨規定している。そうすると、AIは、法人格を有するも
のではないから、上記にいう『発明をした者』は、特許を受
ける権利の帰属主体にはなり得ないAIではなく、自然人を
いうものと解するのが相当である」。

判旨２　「特許法に規定する『発明者』にAIが含まれると
解した場合には、AI発明をしたAI又はAI発明のソースコー
ドその他のソフトウェアに関する権利者、……又はこれを排
他的に管理する者その他のAI発明に関係している者のうち、
いずれの者を発明者とすべきかという点につき、およそ法令
上の根拠を欠くことになる。のみならず、特許法29条２項」
が発明の進歩性の基準とする「自然人が想定されていた『当
業者』という概念を、直ちにAIにも適用するのは相当では
ない。さらに、AIの自律的創作能力と、自然人の創作能力
の相違に鑑みると、AI発明に係る権利の存続期間は、……
産業政策上の観点から、現行特許法による存続期間とは異な
るものと制度設計する余地も、十分にあり得る」。
「このような観点からすれば、AI発明に係る制度設計は、

AIがもたらす社会経済構造の変化を踏まえ、……その他の
AI関連制度との調和にも照らし、体系的かつ合理的な仕組
みの在り方を立法論として幅広く検討して決めることが、相
応しい解決の在り方とみるのが相当である。グローバルな観
点からみても、……各国の特許法にいう『発明者』に直ちに
AIが含まれると解するに慎重な国が多いことは、当審提出
に係る証拠及び弁論の全趣旨によれば、明らかである｣

◆評釈－判旨１賛成、判旨２一部反対－
１．本件判決の意義

本件判決は、AIの名称を発明者として記載した特許出願書
面を提出することが、わが国において方式上適法な特許出願
と認められるか否かが争われた事例に関する、最初の判決で
ある。この判決によると、AIを発明者とするわが国における

特許出願は、自然人を発明者とすることを当然の前提とする
わが国の特許法において、方式上適法な特許出願といえない
から、本件特許出願を却下した特許庁の判断は適法であるこ
とになる（判旨１）。他面では、AIの自律的発明として書面
上AIを発明者とする特許出願については違法として却下さ
れ、特許が付与されないことになる。この点に関連して「AI
発明の制度設計は、AIがもたらす社会経済構造の変化を踏ま
え」「立法論として幅広く検討して決めることが相当である」
とする（判旨２）。本件の争点に関する裁判所の判断は主と
して判旨１であり、判旨２は裁判所の法の解釈の限界を示し
て判旨１の副次的根拠としたものであるとみることができる。

ところで、AI関連発明と呼ばれるものは、次のような３
種類の発明に区別できるといわれている※１。①AI自体に関
する発明、②AIを道具として利用した発明、③AIの自律的
創作物としての発明――である。①は「AIコア発明」、②は
特許庁のいう「AI適用発明」に当たる。③の自律的AI創作
物は、AIの機能に関する自然人の関与の度合いを一層希釈
化し、AIの自律的発明と観念することができる発明も理論
的にみれば考えられる。しかし、具体的にAIの自律的発明
が存在しているかどうかは定かではない。本件事案では、発
明者の氏名をAIの名称とする出願を却下したＹの判断が違
法であるかどうかが争点として争われており、この出願発明
がAIの自律的発明に当たるか否かについては判断されてい
ない。AI関連発明とされるものの多くは、①または②の発
明であり、③の発明であるかどうかについては、今後具体的
事例に即した慎重な検討が必要になる。

２．�｢ダバス｣ を発明者とする特許出願を世界各国・地域で
行った経緯および目的、各国・地域の対応

AIを発明者とする特許出願ができるとする意見は、現在
では少数派であるが、これに賛成する見解も増えつつあると
いわれている。知的財産専門の法律家とAI科学者１人が参
加するArtificial Inventor Project（以下、AIPと略する）は、
Ｘに依頼し、AIによって自律的に完成されたと主張するた
めの実証実験用の発明の提供を受け、AIPが費用を支払うこ
とで出願人には金銭的な負担がかからないようにしたうえ
で、発明者をAIの名称である「ダバス」とし、指定国を米国、
英国、欧州、ドイツ、日本、南アフリカ、オーストラリア、
韓国等とするPCT出願をWIPO国際事務局に対して行わせ
た※２。AIPは、このPCT出願を指定国に国内移行する際も
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費用を負担し、AI（ダバス）を発明者、出願人をＸと記載
して手続きさせている。

AIPがこのような特許出願を助力した目的は、AIの自律的
発明の保護をめぐる議論を前進させようとすることにあっ
た。AIPの構成メンバーであるRyan Abbott教授は、AIを発
明者と認めるべきであるとする論文を公表していた※３。この
論文は、人間がAIに作業を命じ、最初の素材を与えるだけ
では発明の着想といえないから、当該人間は発明者ではない
としている。そのうえで着想はAIによるものなので、AIの
自律的発明と認めてAIを発明者とすべきであり、コンピュー
タ支配者（自律的発明を可能としたソフトウエアの所有者）
が特許出願の権利を取得し、このコンピュータ支配者がソフ
トウエアの開発者および使用者との自由な合意によって権利
関係を取り決めることができるものとする。もしAIを発明者
と認めないとすれば、AIによる自律的創作物が開示されな
いおそれが生じ、社会的に有意義かつ有用なAIによる自律
的な発明が公開されず、秘匿されることになり、AIによる
有意義かつ有効な発明の促進を阻害しかねないと指摘する。
そのうえで、特許庁についてはこの分野におけるガイドライ
ンを定める必要が、議会については特許性の限界を見直す必
要が、裁判所についてはコンピュータ発明が保護に値するも
のであるかどうかを判決で決定する必要があると述べる。こ
うすることによって、商業の安定性をもたらし、研究の公正
を提供し、かつ、科学の発展を促進するであろう、とする。「ダ
バス」出願は、Abbott教授のこのような考えを各国における
出願によって試すものともみることができる。

しかし、米国、欧州、英国をはじめ多くの欧米諸国、アジ
アではシンガポール、韓国と台湾でも、発明者を自然人とし
ない特許出願は方式審査の対象とし、適法のものと認められ
なかった。ただ、南アフリカにおいてのみ、2021年７月28日、
司法的判断を受けたものではないが、特許庁によりAIを発
明者とする特許が認められ、特許公報で公表されている※４。
これは、同国特許法が無審査主義を採っていること（南アフ
リカ共和国特許法42条、44条）、方式審査においてAIを発明
者として記載する点が問題とされなかったことによるものと
みることができる。

また、オーストラリア特許庁は2019年になされたAI特許
出願について2021年２月に特許を認めない判断をしている
けれども、メルボルンのオーストラリア連邦地裁は、2021
年７月30日に、オーストラリアの特許法が発明者を自然人

であると明確に定義しておらず、発明者は動作主を指し、コ
ンピュータのように人間以外が発明者になることを否定して
おらず、AIを発明者とすることで、従業者発明に類似した
ものとみて出願人がその発明を受ける権利を取得した者と解
すれば、特許性のあるAI発明の保護を否定すべき理由がな
いとした※５。もっとも、この判決は連邦控訴審合議部にお
いて全員一致で破棄されている※６。出願人は連邦最高裁へ
の上訴の特別許可を請求したが、連邦最高裁はこの請求を認
めなかった※７。

このようにみれば、ＸがAIの自律的発明として発明者を
AIとする特許出願を適法と主張する点（判旨１に関わる）
については、表現に微妙な相違があるものの、大多数の国で
認められていない。しかし、AIを発明者とすることに関し
問題提起をして各国の特許庁にガイドラインの作成を求め、
立法論を含めた検討を促すというAIPの目的は、後述のよう
にその後の各国における対応からみて、ある程度達成されて
いるともいえるのではあるまいか。

３．AI関連発明の発明者に関する比較法的考察
本件判旨１は、たとえAIの自律的発明であったとしても、

現行特許法が自然人によってなされた発明の保護を目的とし
ているところから、発明者として自然人の氏名を記載しない
限り方式上適法な特許出願とすることができないものとし、
法人格を有しないAIを発明者とすると特許を受ける権利を
出願人に帰属させることが困難になるとする。このように発
明者として自然人の氏名を記載していない特許出願には補正
を命じる必要があり、それにもかかわらず補正をしなかった
場合には、特許庁はその特許出願を却下することになる。

本件は、AIPと称する団体が試験的に発明者をAIの名称で
ある「ダバス」と記載して各指定国等でどのように判断する
かを観察する事例であったことから、あえて発明者を自然人
とする補正を行わなかった。しかし、通常の事例であれば、
出願人として自然人の氏名を記載する補正を行うであろう。
そもそもAIの自律的発明であるかどうかは、その発明に関わ
る当事者でなければ明確にすることができない部分が残され
る。本件発明については、出願人の研究実績、論文からみて、
これらの発明は少なくともフラクタル理論を基礎として出願
人によって創作されたものということができそうである。

AIの自律的発明と主張する場合でも、AIの発展段階を基
礎として考えれば、現在のところ複数の人が関与しているの
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が通常である。例えば、AIによる発明の創作には、複数の
専門家による創造的な取り組みが必要になる。また、AIを
訓練するためのデータを複数の人から入手する必要がある場
合が少なくない。しかも、これらの専門家が同一の組織に所
属しているとは限らない。それら複数の関与者のうち誰を発
明者とするかについては、発明が創作される以前に参加者間
に契約があれば、それによることが考えられる。しかし、関
連する取り決めがなされていない場合には、発明の完成後に
調整を要することが少なくない。このようなときにAIを発
明者として記載することができれば、そうした調整の手間や
工夫を省き、より迅速に特許出願が可能になる。

しかし、AIPの援助によって試験的に行われた「ダバス」
出願は、日本においては、発明者としては「発明の特徴的部
分について顕著な貢献があった」自然人を記載しなければな
らず、大多数の国においても類似の結果になった。本件判旨
１によれば、本件発明がAIの自律的発明であったか否かな
どの実態に関する判断に立ち入ることなく、AIを発明者と
する特許出願は方式上違法であるとする結論になる。

米国特許庁は「ダバス」出願について発明者が特定されて
いないとする通知に対する取消請求を再考するように求めた
申立てを2020年４月22日に却下している※８。その理由とし
て、米国特許法101条によると発明をした「誰でも（Whoever）」
特許を受けられるとしていること、同法115条によると「彼
または彼女自身（himself or herself）」が発明者である旨の
宣誓を求められており、発明者が自然人であるとみるのが素
直な解釈であること、連邦巡回区控訴裁判所（CAFC）の判
決および特許庁の審査基準からみて、着想が自然人の精神活
動であることから州や法人の発明者性を否定しており、機械
が創作したと主張する場合も、自然人による着想が必要であ
ることが挙げられている。機械による技術革新の奨励、発明
者でない自然人を発明者とすることの防止等の政策論は、こ
うした解釈を変更させるものではないとする。

このような米国特許庁の判断は、バージニア州の東部地区
連邦地裁判決によっても支持されている※９。CAFCも2022
年８月５日に、自然人のみが発明者となり得るとの判断を維
持する判決を下した※10。CAFCは米国特許法100条（ｆ）が発
明者を「発明の主題を発明もしくは発見した個人、共同発明
の場合は、個人ら」と定義しており、合衆国最高裁判所の従
来の判例上も議会が他の意味を意図していた事実がない限
り、通常は「個人」とは人間つまり自然人を意味すると指摘

した。Ｘは最高裁に対し、AIから創り出される発明の特許
性が合衆国および世界中で極めて重要となることを理由とし
て裁量上訴の請求を認めるよう求める文書を2023年３月17
日に提出したが、最高裁はこれを受理しなかった※11。

米国特許庁は、このような状況を踏まえて、2024年２月
13日に「発明の過程でAIを利用した場合の発明者性に関す
る指針」を公表した。同年５月13日までに、その指針およ
び具体例に関するパブリックコメントを募集し、そのコメン
トの結果を考慮して、その指針を改定する可能性があるとい
われている※12。

また、EPOも2020年１月27日に、「ダバス」出願を却下
する決定をしている※13。EPCにおいて発明者は自然人であ
り、それは起草者の考えと一致すること、発明者には発明者
として記載される権利等が認められるが、AIには法人格が
付与されていないからAIはこれらの権利を享有できないこ
と、AIは雇用されるのではなく保有されるものであり、特
許を受ける権利を享有することができないから、AI保有者
は特許を受ける権利をAIから承継できないこと、発明者の
記載は方式要件であるから、特許要件とは別の問題であるこ
とがその理由とされている。

英国特許庁は2019年12月４日、「ダバス」出願をみなし取
り下げとする旨の決定をした※14。現行法上発明者は自然人
であり、AIは発明者となり得ないこと、AI「ダバス」の保
有による特許を受ける権利の取得は特許法で定められていな
いことから、みなし取り下げの判断に至ったと説明している。
Ｘは、これを不服として高等法院特許裁判所に訴訟を提起し
たが、同裁判所は2020年９月21日、特許庁の決定を支持して、
訴えを棄却した※15。この判決によると、AI保有者が発明の
現実の考案者に当たらず、発明者が存在しない可能性もある
という留保を付けたうえで、AI保有者が発明者になり得る
との主張を否定するものではないとする。英国の上告審裁判
所は2023年12月20日の判決で、これらを不服とする上告を
棄却している※16。

ドイツ特許裁判所は2021年11月11日の決定において、ド
イツ特許庁へ提出された書類がドイツ特許法６条、37条の
要件を満たしていないとして却下する決定を支持した。Ｘは
これを不服として連邦裁判所に抗告した。ドイツ連邦裁判所
は2024年６月11日の決定において、特許法37条１項の意味
における発明者は自然人のみである、ハードウエアとソフト
ウエアからなるシステムをもつ機械は、たとえそれが機能的
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に人工知能を行使することができるとしても発明者というこ
とはできない、この規律の意味における発明者は、特許法３
条等の内容と同じ規律に基づいてその発明を創造した自然人
と解される、としてドイツ特許庁の見解に賛成しながら、Ｘ
の予備的請求に、「ダバス」を共同発明者ではなく、Ｘが主
張するような学説を見いだすのに役立った手段にすぎないと
する明確な記述があることに着目して、Ｘの主張を認める決
定をした※17。つまり、本発明をAIによる自律的発明ではな
く出願人が発明者であることを認め、それゆえに出願の却下
を正当化することができないとした。

４．明確な方向性を示すガイドライン策定の必要性
Abbott教授の論文でも指摘されているように、各国の特許

庁はAI関連発明に関するガイドラインの策定を目指すべきだ
と思われる。とりわけ発明者を自然人に限るという方向性を
肯定するとすれば、AIの自律的発明を含めてAI関連発明を
自然人の発明として特許出願する事例が増えてくるであろ
う。その場合にAI関連発明に関するガイドラインが重要な役
割を果たすことが考えられる。このようなガイドラインを作
成するにあたっては、属地主義を前提として各国の利害状況
に基づく考慮も生じるであろうが、AI関連発明の保護に関す
る今後の国際的発展に鑑みると、できる限り外国と情報を交
換し、その基準を極力統一することを目指すべきである。

米国特許庁は2024年２月13日に「AIに支援された発明に
ついての発明者性に関する指針」を公表し※18、審査官が発
明者性を認定するための３つの要素、すなわち①発明者はそ
れぞれ発明の着想または実施化に関する何らかの重要な貢献
をしなければいけない、②その貢献の大きさを評価する際に、
各発明者はクレームに記載された発明に質的に少なからず貢
献していなければならない、③各発明者は実際の発明者によ
く知られている概念または技術水準を説明するだけでは不十
分である――を挙げている。

さらに、それらの判断をするための５つの指導原理として
①自然人がAI支援発明を行う際にAIシステムを使用したと
してもその人の貢献が否定されるわけではない、②単に問題
を認識したり、追求すべき一般的目標や研究計画を持ってい
るだけでは、着想の段階に達していない、③発明を実施化す
るだけでは、発明者性を認めるほどの大きな貢献にはならな
い、④クレームの由来となる必須の構成要素を開発した自然
人は、たとえその人がクレームの着想につながる諸活動の際

に、その場にいなかったかあるいはその活動に参加していな
かったために、AIを使用して生み出される発明の発明者に
なるわけではないとしても、クレームの着想に重大な貢献が
あったとみなされることがあること、⑤AIシステムに関す
る知的支配を維持することを掲げている。

わが国においても特許庁審査第一部調整課審査基準室が
2023年11月７日に「AI技術の進展を踏まえた発明の保護の
在り方について」という文書を公開している。これによると、

「創作過程におけるAIの利活用の拡大を見据え、進歩性等の
特許審査実務上の課題やAIによる自律的発明の取扱いに関
する課題について諸外国の状況も踏まえて整理・検討する」
とされ、AI担当官を13人から38人に増員するなどの施策が
講じられるとともに、その後も関連施策の検討が進められて
いるようである。その場合にAIの自律的発明をどのように
捉えるかが問題になる。本件のＸは、発明の着想がAIによ
ることを基準としているようであるが、発明行為をより広く
捉えたうえで、発明の特徴的部分に関する顕著な貢献に着目
する必要がある。発明や発明者の定義等が国によって必ずし
も一致していないことに留意しつつ、AI関連発明における

「発明の特徴的部分に創造的に関与する」ことの意義につい
て、できる限り具体的で分かりやすい基準が設けられるべき
であろう。

しかし、このような作業が近い将来AIの自律的発明を保
護する立法作業に結び付くかといえば、必ずしもそうではな
いところがあるように思われる。そもそもAIの自律的発明
が生じたとして、それを産業政策上特許法で保護すべきかど
うかについて議論が分かれている※19。判旨２は現行法を見
直し、新たな立法によって解決することを期待するようにみ
える。しかし、このような立法が特許出願の氾濫を招き、特
許法の産業政策上の保護をかえって阻害することも考えられ
るとする反対論もある。少なくともしばらくの間、不法行為
法の特別法である不正競争防止法の範囲内で保護すれば足り
るのではないかとも考えられる。また、特許法で保護すると
しても、特許の保護期間や発明の進歩性の基準をどのように
規定するかなどについて誰もが賛成するような妥当な案を見
いだすことが現状では難しいように思われる。このような状
況からみれば、AIの自律的発明が現実に生じているのに、
その保護のための立法が成立していないことは、十分考えら
れるのではあるまいか。そうだとすれば、判旨２については
後に述べるように疑問が残る。
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５．結論
判旨１は世界各国の大多数の行政先例や判例とほぼ一致

した方向性を示しており、支持することができる。しかし、
判旨２については、将来AIの自律的発明と認定できる事例
が生じたとしても、立法論上の問題とし、方式上の要件だけ
を判断して特許を拒絶するというのであれば、いかにも硬直
的な基準になるのではあるまいか。その主張に若干引きずら
れているといえないか。立法が想定していない事例について
判断を求められる司法機関の態度として、検討すべき課題が
残されるように思われる。

確かに現行法を機械的に反対解釈するとすればそのよう
になるであろう。また、ドイツ法における法治主義に基づき
司法の役割を厳格に制限すべきであると捉えれば、そのよう
な解釈の限界があることになると思われる。しかし、AIが
自律的発明をする時代になっているのに、それを保護する立
法がいまだ成立していない場合は、より柔軟に「法の支配」
の観点から、立法上の空白部分を司法機関が埋めるような解
釈が示されることが期待され得る。このようなときにも、立

法上の問題とみて司法上の判断を示すべきではないとするの
であれば、司法機関に本来求められる役割を十分に果たさな
いことになるのではあるまいか。

もっとも、本件の「ダバス」出願については、AIPの活動
のなかでいわば試験的にAIの自律的発明と主張して行われ
た出願であったことを考慮すれば、裁判所にそこまで配慮し
て判断することを期待するのは、無理があるというこの判旨
の擁護論もあり得よう。知財高裁第２部も2025年１月30日
の判決において本件東京地裁の判決を支持してＸの控訴を棄
却している〈令和６年（行ス）第10006号〉。しかし、立法
との関係については、より慎重に解釈による解決の困難性と
立法化の議論の必要性を指摘するにとどめている。

いずれにしても、AIの自律的発明の取り扱いについては
最近議論となっている重要な問題だけに世界各国の特許庁の
ガイダンス、司法や立法の動向を注意深く観察し、できる限
り同じような解決を導くことができるように、研究を深めて
ゆく必要があると思われる。
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